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事業概要(2025中期経営計画・コアDX）

コアDXを梃にベース事業を変革し国内IT事業の利益率を改善

コアDX事業

SIモデル変革による収益性改善
（ベース事業含む）

国内IT事業

5,700 億円（13%）
1,410 億円（-3%）

2025年度

2020年度

売上収益（調整後営業利益率）

1.6 兆円（12.5%）
1.33 兆円（8%）

2025年度

2020年度

売上収益（調整後営業利益率）

906 億円

1,650 億円
428 億円

2,300 億円
76 億円

1,750 億円

2020年度

＜売上収益 内訳＞※

※昨年IR Day以降、一部カテゴリ見直しを実施（合計は変わらず）
Digital ID：共通基盤→新事業機会
Digital Process Innovation：コンサルティング起点ビジネス→新事業機会

2025年度

コンサルティング
起点ビジネス 共通基盤 新事業機会

DX人材育成
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コンサルティング起点ビジネスの業績推移

ABeam社は着実に成長
シナジーを強化し売上拡大と利益率向上を目指す

906 
9.1%

1,004
9.2%

1,090 
9.3%

1,650
12.9%

906
992

2020年度 2021年度 2022年度
（計画）

2025年度※
（計画）

コンサルティング
起点ビジネス

ABeam

※一部カテゴリの変更に伴い2025年度の目標値を見直し

（単位：億円）

売上収益
調整後営業利益率
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社会・産業・経営アジェンダに対応した新たな
価値創出を両社共創により戦略顧客を対象に
アカウントプランを策定し推進する。

顧客単位にERP導入や共通基盤（クラウド）構
築、データドリブン経営、顧客接点改革、GX等
の絞り込んだ変革テーマに対して、両社共創に
より案件創出していく。

戦略顧客
アプローチ

案件
アプローチ

7社

7社

コンサルティング起点ビジネス拡大に向けた施策

社会・産業・経営アジェンダへの対応と事業拡大に向けた価値共創アプローチを実行・強化

GX: Green Energy Transformation

自動車・製造

素材・化学

コンシューマビジネス

金融

商社

インフラ

1社

2社

3社

3社

2社

3社
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共通基盤の業績推移

2021年度売上収益は前年比146%の625億円
ほぼ計画値どおりに推移

2020年度 2021年度 2022年度
(計画)

2025年度
(計画)

428
-22%

625
-17%

860
-8%

2,300
13%

※

共通基盤

2020年度※ 2021年度 2022年度
（計画）

2025年度
（計画）

（単位：億円）

売上収益
調整後営業利益率

※製品サービス構成を最新に組み替えた結果、決算発表時から修正(460億円→428億円)
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NEC Digital Platform

ITとネットワークのコアセットを共通デジタルプラットフォームとして強化
アライアンスと自社製最適化によるハイブリットITを順次展開

Edge

SaaS

Infrastructure
(IaaS)

Network

Platform
(PaaS)

Cloud

Connectivity

Edge

ID Management / Authentication / Identification
API Gateway / Service Compose

Data Processing
Data AnalyticsDataStore Platform

Messaging/Actuation

AIエッジ MEC IoT 専用端末（POS/ATMなど）

オファリングSuite/オファリング

AWS Azure Oracle CloudNEC Cloud IaaS

Wi-Fi LPWA 5G

運用運営 セキュリティ

Operation
Security

APフレーム

App
Framework

Service-Shared
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共通基盤の内訳

現在の柱はクラウドリフト＆シフトを中心としたIaaSの拡大
今後はクラウド化をベースとしたデジタル活用展開を期待

※ NDP：NEC Digital Platform
PS：プロフェッショナルサービス
OS：アウトソーシングサービス

※ 経済産業省発行 DXレポート2に基づき分類

共通基盤の
構成比率

NEC Digital Platformの
売上構成比率

共通基盤のDX分類別
構成比率※

NEC Digital Platform
74%

NDP関連
PS・OS
26%

IaaS

PaaS
Security

NW

SaaS

Edge 1% Operation 1%
App Framework

デジタイゼーション

デジタライ
ゼーション

デジタルトランス
フォーメーション 4%

36%

19%
19%

17%

7%

81%

15%
※
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マルチクラウド戦略の進捗

競争力強化に向けたアライアンスを継続強化

NEC印西データセンターにおいてMicrosoft Azureへの
専用プライベートネットワークファイバー接続を開始

データセンター及びネットワーク領域における協業を強化し、
「SCSK NECデータセンターマネジメント株式会社」を設立

2022年3月10日プレスリリース

2022年6月6日プレスリリース

国内最大級のAWS認定資格を取得
2020年11月に掲げた「3年で3,000名の育成」目標を前倒しで達成

2022年6月1日プレスリリース

Microsoft

AWS
(Amazon Web Services )

SCSK
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新事業機会

インフラ協調
モビリティスマートシティDigital Process

InnovationDigital ID
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Digital ID 事業戦略

生体認証技術を活かしたDigital IDにより様々な領域に幅広い価値を提供
2021年度は空港、ビル、ホテル向けなどでビジネス立ち上がり

サービス アセット連携

生体認証

ID連携 空港 地域

企業ビル Digital
Insurance

Digital
Government

Digital
Finance

Healthcare教育 労働観光

交通ホテル 地域金融小売マンション

Digital IDが提供する価値と広がり

蓄積したデータをAIで分析し
顧客事業そのものをDX化

生体認証と業種ソリューションを組み合わせて
ターゲット市場・事業規模拡大

生体認証の強みを活かした
市場に参入

安全・安心 データ活用・行動変容
（消費拡大・混雑回避）

信頼
（トラスト連携）スマート・効率化

生体認証 業種ソリューション AI
Digital IDの幅広い価値を実現

Digital IDの
機能高度化

売上収益 2020年度：32億円 → 2021年度：83億円
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Digital Process Innovation 事業戦略

設備活用を中心に事業展開のための業務プロセスをデジタル化した高度なBPOサービスを提供
2021年度は流通業向けの事業が伸長

流通業（ ）
冷蔵庫・コピー機・空調

コンビニ・
スーパーマーケット

製造業（工場）
製造ライン・ファシリティ

通信業
基地局・ネットワーク装置

設備
ファシリティ

メンテナンス
センターサービス

(MC) プロセス
センターサービス
（PC）

設備マネジメント
サービス
（FM）

設備業務動画
シェアリング

エネルギー・環境
マネジメント

パワーマネジメント
サービス
（PM）

店舗衛生
マネジメント

動画・画像編集/
QR・タグ・テキスト検索/
タスク配信/ニーズ分析

スマートコントローラー
/電力制御(省電力化)

温度センサー/温度制御

ワークフロー/RFID

インシデント管理/
稼働センサー/設備制御

需給/排出量予測・
シミュレーション

Dashboard/ 
Analytics/AI

設備計画 設備設置 設備運用 撤去

売上収益 2020年度：40億円 → 2021年度：84億円



© NEC Corporation 202218

スマートシティ 事業戦略

デジタル田園都市国家構想で拡大する機会をとらえ競争力ある都市OSを活かして事業展開
2025年度までの社会実装加速に向け、今年5月に官民連携コンソーシアムを設立

提案事業者として参画

公募事業に提案事業者として参画 (2022年6月時点)

スマートシティ 15自治体
スーパーシティ 17自治体

デジタル田園都市国家構想推進交付金
実現タイプ(全体) 21自治体以上

設立：2022年5月（当社が発起人として参画）
目的：サービス開発・実装・普及。持続可能な仕組み構築
※FY25目標：200団体と連携予定

デジタル田園都市国家構想事業への展開

FY25目標
200自治体

状況に応じた様々なIoTネットワーク センサー/デバイス

オープンAPI（NGSI）

データ
連携基盤

データ利活用基盤
サービス

データ分散/蓄積管理

パーソナルデータ
利活用サービス

個人同意
管理 データ蓄積管理

データ分散管理

生体認証

個人認証

IDコネクト
サービス

ID管理/ID連携

フルレイヤー
セキュリティ

ブロック
チェーン

秘密計算

AI
プライバシー

NEC都市OSと自治体ニーズの高いサービス

市場加速：政府が掲げる「デジタル田園都市国家構想（FY24：デジタル実装1,000自治体）」

NEC
都市OS

住民
ポータル

Well-Being
指標評価

防災
防犯

医療
福祉

移動
観光 健康

自治体ニーズの高いサービス

スマートシティ社会実装コンソーシアム

AI

データ分析
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インフラ協調モビリティ 事業戦略

インフラとモビリティが協調して安全・安心に移動できる交通インフラDX事業を推進
官民連携の技術実証プログラムへの参画や社会実装に向けたコンソーシアム設立を支援

交通状況
測定

プライバシー
保護対応

官民研究開発投資拡大プログラム(PRISM)の一つである
「令和3年度 交通信号機を活用した第5世代移動通信

システムネットワークの整備に向けた調査検討」に参画

「交通インフラDX推進コンソーシアム」の
発起人(＊4社)となり設立支援

安全安心で持続的な交通社会の実現に向け産学官連携を推進

2022年1月6日プレスリリース 2022年8月22日プレスリリース

*株式会社JTOWER
住友電気工業株式会社
日本信号株式会社
日本電気株式会社

交通信号機の活用による5Gネットワークを軸とした
柔軟性かつ拡張性のある新たなDX基盤やアプリケーションが

社会実装されるよう検討・対外活動を実施
交通信号機に5G基地局などを設置し

4Kカメラ映像とMEC※・AIを活用した検証を担当

交通管制・
信号情報の配信

データ利活用
ニーズへの対応

交通インフラのDX推進に向けた活動

公共サービス 民間サービス×
柱の高度化

交通インフラDX推進コンソーシアム

産 学 官

5Gによる
大容量・低遅延通信

4Kカメラによる
広範囲センシング

※MEC：Multi-access Edge Computing

エッジコンピューティング
による高速・低遅延AI

インシデント
検知
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新事業機会の業績推移

Digital ID、Digital Process Innovationは事業化が始まり今後も順次拡大の見通し
スマートシティ、モビリティは2024年度以降の急拡大に向けた準備が進捗

32 83 100 
40 84 109 

33 4 6 
8 

2020年度 2021年度 2022年度
(計画)

2025年度
(計画)

76 173
250

1,750新事業機会
インフラ協調モビリティ
スマートシティ
Digital Process Innovation
Digital ID

※一部カテゴリの変更に伴い2025年度の目標値を見直し

2020年度 2021年度 2022年度
（計画）

2025年度
（計画）

（単位：億円）

売上収益
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コアDXの業績推移（3領域まとめ）

2021年度は3領域ともほぼ計画どおりに進捗
2022年度も当初計画の売上目標で活動

428 625 860 

2,300 906 1,004 1,090 

1,650 

76 
173 

250 

1,750 

2020年度 2021年度 2022年度
（計画）

2025年度
（計画）

2021年度※

1,410
-3%

1,802
-2%

2,200
0%

5,700
13%

コアDX事業
新事業機会
コンサルティング起点ビジネス
共通基盤

2020年度 2022年度
（計画）

2025年度
（計画）

※共通基盤の製品サービス構成を最新に組み替えた結果、決算発表時から修正(1,737億円→1,802億円)

（単位：億円）

売上収益
調整後営業利益率
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DX人材タイプ

2025年度10,000名の目標達成に向けたDX人材の育成・獲得強化を推進中

アジャイルエンジニア
システム開発知識をもとに、要求実現に必要な設計・実装・テストを
アジャイルやDevOpsの手法を用いて自律的かつ機能横断的に実行す
ることで、プロダクトやサービスの価値を高め、顧客とNECのビジネ
ス価値向上をリードする人材

データサイエンティスト
データサイエンス知識（統計・数理の知識）を基に、仮説検証の
ためのアプローチ設計を行うとともに、分析モデルを構築して
顧客価値を実現する人材

クラウド系人材
メガクラウドサービスの知識を有し、クラウドサービスの企画、
コーディネート、開発・運用、または顧客要件を満たす
クラウドサービス/クラウドシステムのSI・デリバリを実現する人材

セキュリティ・バイ・デザイン（企画設計段階からセキュリティを
考慮したアプローチ）の必要性と考え方を理解し、最適な手法により
セキュアなシステムを設計、構築、運用できる人材

サイバーセキュリティ人材

顧客の経営戦略やビジネス戦略及びIT戦略策定へのカウンセリング、
提言、助言の実施を通じて、顧客の革新活動の推進に向け、気付き
と方向性を与え、目標の姿に導く人材

コンサルタント

生体認証・映像分析人材
カメラ・照明をはじめとした生体認証・映像分析に必要な各要素技術
の専門スキルを持ち、顧客環境合わせ込み、およびPoC/商用運用時の
セッティングを最適化、システム安定稼働を図る人材

アーキテクト
市場動向・技術動向や顧客との対話から潜在化しているシステム要件を
引き出し、それを具現化するシステムアーキテクチャや実現技術を提案
し、システム開発プロジェクトへの参画等を通して、論理設計、実装設
計、サイジング、システム構築・評価、障害解析をリードする人材
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DX人材の育成状況

2021年度は5,874名のDX人材を育成
年間15%増を目安として事業成長と連動した人材育成を推進

年間15%増

DX人材育成構成比率（2021年度）

コンサルタント 3%

アーキテクト 7%

アジャイル
エンジニア 8%

データ
サイエンティスト16%

クラウド系

50%

生体認証
映像分析

11%

サイバーセキュリティ 5%

DX人材累計人数

5,000
5,874

10,000

2020年 2021年 2025年

（単位：人）
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国内IT事業の業績推移

2021年度はSIサービス、エンタープライズ領域が伸長するもプラットフォーム・パブリック・
SMEのベース事業領域が想定以上に減少 2022年度は減少要因を一部改善し成長の見通し

2020年度 2021年度 2022年度
（計画）

2025年度
（計画）

13,300
8.4%

12,800
8.5%

13,500
9.2%

16,000
12.5%

国内 IT事業

（単位：億円）

売上収益
調整後営業利益率

2022年度
（計画）

2025年度
（計画）

2020年度 2021年度
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成長事業とベース事業の内訳

11,890 10,998 11,300

1,410
1,802 2,200

インダストリー別機種別

国内IT事業 各種分類別データ

調整後営業利益率 2020年度 2021年度 2022年度

成長事業(コアDX) -3% -2% 0%

ベース事業 9.8% 10.2% 11.0%

13,300 12,800
13,500

2022年度
（計画）

2021年度2020年度2022年度
（計画）

2021年度2020年度2022年度
（計画）

2021年度2020年度

6,150 5,550 5,860

5,050 5,280 5,370

2,100 1,970
2,270

5,700 6,170 6,580

6,280 5,310
5,610

1,320 1,320
1,310

13,300 12,800
13,500 13,300 12,800

13,500

その他
HW/PP※・保守・工事
SI・サービス

その他
エンタープライズ
パブリック※HW:ハードウェア

PP:プログラムプロダクト
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収益性改善に向けたSIモデル変革の取り組み

高付加価値化・モデル化・プラットフォーム化の推進、価値提供型へ転換
エンタープライズ領域で先行して推進中

工数
価値提供

アウトプット アウトカム
（ビジネスバリュー）

SI

スクラッチ

モデル化SI
高付加価値

アプリケーション
プラットフォーム

工数SI

デリバリタイプ

価格設定方法

Ｓ
Ｉ
モ
デ
ル
化
活
動

バリュープライシング活動

高付加価値支援

モデル化SI

アプリケーションPF

オファリング
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まとめ

2025年度の国内IT事業1.6兆円、営業利益率12.5％
の目標に向けて、引き続き活動

成長領域(コアDX)は想定どおりの進捗

 プロダクト関連は部材逼迫・高騰による停滞、SME市場の回復遅れが
2021年度はあったものの2022年度はこれらの要因が回復してゆく見通し

国内IT事業はSI事業・サービス事業が順調に伸長
2021年度減少の一時的な要因は解消し、2022年度は全体で成長の見通し

 ABeamが順調に成長。シナジー成長にむけて共同ターゲットアプローチを開始
 共通基盤としてNEC Digital Platformがクラウドを中心に伸長
 新事業として、Digital ID、Digital Process Innovationが2021年度に立ち上がり

スマートシティ、モビリティは2024年度のビジネス立ち上がりを目指して社会実装活動を推進
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＜将来予想に関する注意＞
本資料に記載されているＮＥＣグループに関する業績、財政状態その他経営全般に関する予想、見通し、目標、計画等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理
的であると判断する一定の前提に基づいております。これらの判断および前提は、その性質上、主観的かつ不確実です。また、かかる将来に関する記述はそのとおりに実現するという
保証はなく、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。その要因のうち、主なものは以下のとおりですが、これらに限られるものではありません。
・ 国内外の経済動向、為替変動、金利変動および市況変動
・ 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行による悪影響
・ 中期経営計画を達成できない可能性
・ 売上および収益の期間毎の変動
・ 企業買収・事業撤退等が期待した利益をもたらさない可能性
・ 戦略的パートナーとの提携関係の悪化、または戦略的パートナーの製品・サービスに関連する問題が生じる可能性
・ 海外事業の拡大が奏功しない可能性
・ 技術革新への対応または新技術の商品化ができない可能性
・ 競争の激化にさらされる可能性
・ 特定の主要顧客への依存
・ 新規事業の成否
・ 製品・サービスの欠陥による責任追及または不採算プロジェクトの発生
・ 供給の遅延等による調達資材等の不足または調達コストの増加
・ 事業に必要となる知的財産権等の取得の成否およびその保護が不十分である可能性
・ 第三者からのライセンスが取得または継続できなくなる可能性
・ 顧客の財務上の問題に伴い負担する顧客の信用リスクの顕在化
・ 優秀な人材を確保できない可能性
・ 資金調達力が悪化する可能性
・ 内部統制、法的手続、法的規制、環境規制、情報管理等に関連して行政処分や司法処分を受ける可能性または多額の費用、損害等が発生する可能性
・ 実効税率もしくは繰延税金資産に変更が生じる可能性または不利益な税務調査を受ける可能性
・ コーポレート・ガバナンスおよび企業の社会的責任に適切に対応できない可能性
・ 自然災害、公衆衛生上の問題、武装勢力やテロリストによる攻撃等が発生する可能性
・ 退職給付債務にかかる負債および損失等が発生する可能性
・ のれんの減損損失が発生する可能性
将来予想に関する記述は、あくまでも本資料の日付における予想です。新たなリスクや不確定要因は随時生じ得るものであり、その発生や影響を予測することは不可能であります。 ま
た、新たな情報、将来の事象その他にかかわらず、当社がこれら将来予想に関する記述を見直すとは限りません。

（注） 年度表記について、20年度は2021年3月期、21年度は2022年3月期、 22年度は2023年3月期、 （以降も同様）を表しています。

注意事項
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